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1.はじめに

わが国における人口の大都市集中の傾向は昭和

30年代の経済の高度成長期を契機として、今日に

至るまで続いている。かつては東京・大阪・名古

屋の三大都市圏への人口集中が顕著であったが、

最近では大阪・名古屋の各都市圏への集中は鈍化

もしくは安定傾向にあり、人口の集中は東京都市

圏において卓越している。これは経済・社会の回

戸　田　常　一

際化・情報化・サービス経済化の進行のもとで、

東京がわが国のみならずアジアや世界の中での中

枢的な役割を果すようになり、経済や社会の構造

が大きく変化しつつあることが大きな理由である。

昭和44年に定められた「新全回線合開発計画」で

は、今日のような国際化・情報化した世の中の到

来を予期して海外諸国に対抗できるように回力を

高めるため、国全体の資源を有効に活用する方向

性が出されている。このため、日本全体を1つの

人体に例え、東京を頭脳として東京一札幌1000km、

東京一福岡1000kmを軸として全国各地域の有機

的な連携が必要であり、そのため大阪、名古屋だ

けでなく、札幌・仙台・広島・福岡の各都市を地

域の中枢都市として明確に位置づけてそれぞれの

都市育成が必要であると認識された。それにより、

道路・港湾・空港・鉄道などの交通施設や、工業

団地や流通・業務団地などの産業基盤がつくられ、

また都市甑への人口集中に対応して郊外の住宅地

開発が精力的に進められた。このような都市の受

皿が準備されることにより、各都市を中心とした

地域経済の発展にはめまぐるしいものがあるが、

その成長パターンや各都市が地域の中で果してい

る役割は多様である。東京のように全国を視野に

おいた展開から札幌・仙台・広島・福岡のように

各地域の中枢都市としての発展が期待される都市

に至るまで多様である。今日、東京都市圏への経

済・行政・文化などあらゆる高度機能の一極集中

とその弊害が強調されており、国土政策の面から

多極分散型の国土形成が求められている。これに

は、東京一極集中による通勤・住宅・ゴミ・水な

ど居住環境悪化や地価高騰や交通混雑による業務

活動の効率低下とともに、地方圏における人口や

産業の流出による地域社会の低迷という「都会の

不満、地方の不安」という2つの側面がある1つ。
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これらを同時に解消して新全総で唱われたような

国土全体を有機的に連携させた各地域の均衡ある

発展をめざすためには、主として効率性の観点か

ら提案されている「展都」構想、すなわち、東京

周辺への機能分散では明らかに限界がある。しか

し、地方圏への高度機能の分散が必要であっても、

そのための受皿が地方で用意されていなければ、

強権でもってならばいざ知らず、企業や行政が自

発的に地方展開するインセンデイブを抱くことは

できないだろう。

本論文は、経済・行政・文化における高度機能

が地方に根づくためには基本的には地方での受皿

づくりが真要であるという基本認識のもとで、都

市の成長とそれを支える都市基盤との関係を過去

に遡って検討することにある。その際、日本全体

にとって東京があり大阪があるように、地方圏の

各地域においても中心となる都市の育成が重要で

あり、そのためにどのような都市基盤の整備が必

要であり、地域発展にはどのような構図が考えら

れるかを検討する。まず2では3以降の各章の前

提として、都市の成長と都市における産業の特徴

を述べ、最近の都市化動向をまとめる。次に3で

は、都市成長のメカニズムとその条件を既往の諸

説を含めて、特に都市基盤とのかかわりを重視し

て整理する。また4では、都市の成長ノアターンと

して札幌・仙台・広島・福岡の地方中枢都市をと

りあげてその実態を分析する。5ではこのような

郡市成長の実態と交通などの都市基盤施設の整備

状況とのかかわりを考察する。最後に6では本論

文で得られた知見を整理すると共に、地域の経済

発展を進めるうえでの留意点を述べる。

2.都市の成長と産業構成

(1)わが国における急激な都市化

都市への産業と人口の集中は近年に始まったも

のではない。都市化の傾向が急激に進行したのは

世界的には第2次大戦後のことであり、わが国で

は昭和30年代の経済の高度成長期の以降である。

わが国においては、1950年に40%以下であった都

市人[1が1960年には70%近くになり、特にこの10

年間に大きな伸びを示した。表-1は、昭和35年

以降、5年ごとに、全国を人口集中地区とそれ以

外の地区に分けて人口の推移を示したものである。

表-1　人口集中地区とそれ以外の地区での人口推移

年 次 人 口 集 中 地 区
人 口 集 中 地 区

以 外 の 地 区

人　　 口

(千 人 )

1 9 6 0 4 0 ,8 2 9 5 2 ,5 88

1 9 6 5 4 7 ,2 6 1 5 1 .0 13

1 9 7 0 5 5 ,9 9 6 4 8 ,6 68

1 9 7 5 6 3 ,8 2 2 4 8 ,1 16

1 9 8 0 6 9 ,9 34 4 7 ,1 2 5

1 9 8 5 7 3 ,34 4 4 7 ,7 04

1 9 9 0 7 8 ,1 52 4 5 .4 59

人 口 増

減　 率

( % )

19 6 5 /

1 9 6 0
1 5 .8 - 3 .0

19 7 0 /

1 9 6 5
1 7 .5 - 5 .5

19 7 5 /

1 9 7 0
14 .0 - 1 .1

19 8 0 /

19 7 5
9 .6 - 2 .1

19 8 5 /

19 8 0
4 .9 1 .2

19 9 0 /

19 8 5
6 .6 - 4 .7

(注)各年10月1日現在の国勢調査人口を用いて作成

ここで人口集中地区とは国勢調査の単位として、

人H密度40人/ha以上の調査区が隣接して5,000

人以上を有する地域のことであり、この大きさは

都市化の水準に対応すると考えることができる。

わが国では人口集中地区における人口は着実に伸

びており、その伸びは1965-70年の時期にピーク

を示している。また図-1(その1)、(その2)

はそれぞれ、三大都市圏と地方圏において人口

100万人近くをもつ主要な都市の人口変化を分け

て示したものである。これによると三大都市園で

は東京都区部、大阪市では1950年以降15年間で大

きな人口増加がみられるがそれ以降では横浜市、

神戸市など周辺都市で増加し、名古屋市では伸び

はゆるやかであり、人口は安定しつつある。一方、

地方都市圏では、札幌・仙台・広島・福岡のいず

れの都市においても急激な人口増加が続いており、

また北九州市では1950年代には大きく人口は増加

したがそれ以降はあまり変化していない。

ここで、人口の変化は、出生や死亡による自然

増減と、就業・就学・転勤・結婚などを理由とし

た住み替えによる社会増減の2つの側面からとら

えることができる。図-2(その1)、(その2)
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図-1(その1)大都市圏における主要都市の

人口推移

人U
(100万人)

1　---・、＼東京都
特別区部

(1950日1955日1960日1965)(1970日1975日1980)(1985)(1990)

図-2(その1)都道府県別の人口の自然増減率

(1990.4-1991.3)

這士:::∵二・

以上　　未満
∈∃0.60%一

四】0.40%-0.60%
琶勿0.20%-0.切倒
にコ0.00%-0.20%
⊂コ　　　ー0.00%

(文献2)より転載)

は全国の都道府県別に1990年4月から1991年3月

の1年間での人口の自然増減率と社会増減率を示

したものである21。自然増減率は高知県(△0.03%)

を除いてすべての都道府県でプラスであるが、東

京、大阪、名古屋など大都市圏においての増加率

は相対的に大きくなっている。ちなみに自然増加

数のもっとも多いのは、神奈川県(3.9万人)、東

京都(3.4万人)、大阪府(3.4万人)、愛知県(3.3

図-1(その2)地方圏における主要都市の人口

推移

図-2(その2)都道府県別の人Uの社会増減率

(1990.4-1991.3)

以上　　　未満

[≡】　0.60%一

皿m O.30%-　0.60%
彪辺　0.00%-　0.30%
にコ△0.30%-　0.00%
[:コ　　　　～△0.30%

(文献2)より転載)

万人)、埼玉県(3.2万人)、千乗県(2.5万人)の

順となっている。かつては地方圏が人口再生産の

場であり、地方圏から大都市圏に人口を集団就職

や出稼ぎの形で送り出すのが通例であったが、現

在では都会生まれで都会を故郷とする(地方を知

らない)人口が相対的に多くなる傾向にある。-・

方、社会増減率をみると大都市圏への集中傾向は

より顕著である。人口の社会増加が顕著な地域は
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宮城県と福岡県のほかはすべて関東から関西に至

る日本列島の中央部分(北陸地方は除く)に集中

しており、地方国では大半の地域で人口が流出し

ている。人口流入がもっとも多いのは、埼玉県(5.3

万人)、神奈川県(4.5万人)、千要県(3.8万人)、

茨城県(1.5万人)の関東の各県、および滋賀県(0.9

万人)、奈良県(0..7万人)、三重県(0.7万人)と

なっている。これらの人口は地方困から移ってき

たものもあるが、大阪府や東京都からの人口ドー

ナツ化によるものも多い。ちなみに人口の流出数

がもっとも多いのは、大阪府(△4.3万人)、東京

都(△4.1万人)であり、それに続いて北海道(△

1.7万人)、青森県(△1.1万人)、京都府(△1.0

万人)、長崎県(△9.8万人)、鹿児島県(△8.0万

人)となっている。

次に、都市の規模によって都市の成長がどのよ

うに異なっているかを図-3に示す3ク。この図に

みられるように、大都市では人口のドーナツ化現

象による周辺の市町村での人口増加率が相対的に

大きく、中でも人口20"30万人規模の都市での伸

びがもっとも顕著である。一方、地方圏において

は、人口が50万人近くないと人口増加はあまり期

待できず、都市の人口規模が一定水準以上でない

と都市の成長にも自ずと限界がみられることが推

察できる。

図-3　都市の人口規模別人口増加率(1983-88年)

(射

三大郵市朗　　　　　　　地方圏

資料:自治省行政局r全国人口・世帯数表　人口動態
表Jをもとに国土庁計画・調整局で作成。
(文献3)より転載)

(2)都市の成長と産業構成

都市の産業構成を検討する場合には規模の比較

的大きい都市が連担した大都市圏を対象とするよ

りも、それぞれがある程度自立した経済圏をもつ

地方国の主要都市に限定する方が扱いやすく、ま

た本論文の地方中枢都市の展開を検討するという

ねらいにも沿っている。そこでここでは地方圏に

おける人口30万人以上の主要都市を対象として産

業構成を検討する。

まず表-2に図-1(その2)でとりあげた札

幌・仙台・広島・北九州・福岡の5つの都市に関

する産業従業者数の業種構成を、全国の業種構成

比率に対する特化係数として求めた結果を示す。

これによると北九州を除く4つの都市において対

企業サービス業と卸売業の構成比率が高く、札幌

と仙台ではそれに加えて建設業と公務の構成が大

きい。また、5つの都市に共通して製造業のシェ

アが小さいが、その中で北九州だけはやや大きな

構成となっている。また、公共インフラサービス

業に対する構成比率がいずれの都市についても比

較的大きくなっている。

図-1(その2)に示されるように、上述の5

つの都市のうち人口の増加傾向が顕著な札幌・仙

台・広島・福岡のいずれにも共通な特徴は、比較

的まとまった人口規模をもち、また対企業サービ

ス業と卸売業の構成比率が高いことである。そこ

でこれらの要素と都市の成長との関連をさらに検

討するために、地方圏で人口30万人以上をもつ21

の都市を対象として図-4を作成した。この図は

横軸に都市人口(昭和60年)、縦軸に対企業サー

ビス業と卸売業の合計のシェア(昭和61年)をと

り、その中で各都市を位置づけたものである。図

中の括弧内の数字は昭和60年から平成2年まで5

年間の都市人口増加率を示す。この中で増加率の

高い仙台、福岡、札幌などは原点から離れて位置

し、2つの要素を兼ね備えている。人口増加率の

低い都市は2つの要素のうちどちらか、もしくは

両方が低い値になっている。ここでは都市の成長

を人口増加としてとらえているという大きな前提

はあるが、都市の成長にとっては、当該都市が広

域的な経済圏の中で一定の貢献を周辺の地域や産

業に果す卸売業や対企業サービス業、それに地域

経済の域内循環をスムーズに進め、その前提とな

る一定規模の人口をもつことが重要であると考え
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表-2　地方中枢都市の業種タイプ別特化係数(全国に対して)

建 設 業

1 . 3 4

製 造 業

サ ー ビ ス 業

卸 売 業 公 務
公 共 イ ンフ ラ 公 共 人 的 対 個 人 対 企 業

札　 幌 0 .3 0 1 . 1 9 1 .0 6 1 .2 0 1 .3 0 1 .4 2 1 .2 7

仙　 台 1 . 3 0 0 .3 3 1 . 2 9 0 .9 6 1 .0 0 1 .4 5 1 .9 9 1 .2 3

広　 島 1 .0 8 0 .6 6 1 . 2 4 0 .9 2 1 .0 0 1 . 3 0 1 .6 1 0 .9 4

北 九 州 1 .0 7 0 .8 1 1 . 5 1 0 .9 7 1 . 1 0 1 . 0 0 0 ,8 9 0 .7 5

福　 岡 1 .0 3 0 .3 0 1 . 2 4 0 .9 7 1 . 1 1 1 . 4 6 2 .0 5 1 .0 4

(注)1.農林漁業、鉱業は省略、
2.文献4)を用いて作成
3.公共インフラサービス

公共人的サービス

対個人サービス

各都市は市城をとっている。

電気・ガス・熱供給・水道業、対企業サービス
運輸・通信業
放送業、協同組合(他に分類
されないもの)、医療業、保健
衛生、廃棄物処一理業、宗教、
教育、社会保障、社会福祉、
学術研究機関、政治・経済・
文化団体、その他のサービス
業
小売業、飲食店、保険業、保
険媒介代理業、保険サービス業、
不動産業、旅館、その他の宿
泊所、洗濯・理容・浴場業、
その他の個人サービス業、映
画業、娯楽業(映画業を除く)

銀行・信託業、農林水産金融業
中小企業・庶民・住宅等特定
日的金融業、補助的金融業、
金融附帯業、投資業、証券業、
商品取引業、物品賃貸業、駐
車場業、自動車整備業、その
他の修理業、情報サービス・
調査・広告業、その他の事業
サービス、専門サービス業(他
に分類されないもの)

図-4　主要都市における人口規模と対企業サー　　図-5　主要都市における対企業サービス業と卸

ビス・卸売業の従業者シェア
対企業サービス業
および卸光柴の従
乗音数合計の`シェア

.福岡(1.12)

.広島(1.01)

猫恵措,.鹿鵬000)昔票,

仙台(1.27)

.高松(1.00)

_、.新潟(1,00)

三、鼻
iご∴　:

(豊兎憩藍)
.和歌山(1.00)

.秋田(0.99)

0　　　　　　　500　　　　　10Cの　　　　　1500　人ロ

(万人)

売業の従業者シェア
対企業サービス美

従業者数のシェア

1、・

大分
(1.03)

潮田(0調謂

些空州(0.・8町

・新潟(1.00)

札幌(1.06)・広島(1.01)

∴∴.-
(1・02)・松山(1.02)

(1・P3)・那覇(1.02)
富山
軋99)

和歌山(1.00)

..稲同
仙台(1.12)
(1.27)

高松(1.00)

00)

6　7　8　91011121314151617(%)

卸売業従業
者数のシュア

(注)()内の数字は昭和60年から平成2年までの各市　(注)()内の数字は昭和60年から平成2年までの各市

域における人口増加率を表わす。文献i)を用いて　　　　域における人口増加率を表わす。文献4)を用いて

作成。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成。
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ることができる。図-5は、対企業サービス業と

卸売業のシェアをそれぞれ縦軸と横軸にとり、各

都市の人口増加率を括弧内に記したものである。

全体として、各都市とも2つの業種をいずれも保

有しているが、対企業サービスに比較すると卸売

業のシェアが比較的高く、この傾向は仙台、福岡、

広島、高松など支店経済としての性格をもつ都市

においてより顕著にみられる。

3.都市の成長と地域経済

(1)地域経済の成長のとらえかた

地域経済の成長とは澤井によれば、「地域経済

の自立性を高めながら経済活動を拡大し、地域の

人口や所得の増加を達成すること」と定義できる51。

これは、経済活動にとって必要な資源や財・サー

ビスを他の地域から購入するのではなく、できる

限り自地域内で調達し、産業連関をもとにした地

域内の経済循環を活発にして経済的生産を拡大し、

さらに経済活動の量だけでなく質の改善によって

付加価値を大きくして地域外に売却して所得をう

るという-・連のプロセスに相当する。そのため地

域経済を大きく成長させるためには他の地域に対

してある程度自立的に自地域で完結して地域を発

展させるために多方面の人的・物的資産を必要と

し、一定の広がりをもった経済圏とその中で高度

なニーズに応えることのできる中心的な都市集積

を必要とする。

地域経済の成長を所得の面から考えると、通常

の所得決定モデルでは次のように表わすことがで

きる51。

Y=C+I+G+(E-M)　　　　　　(1)

ただし、Y:所得、C:民間(家計を含む)消費、

l:民間投資、G:国や地方自治体等の

政府支出、E:地域からの移出、M:地

域への移入

ここで一般にC=C・Y(C:消費性向)、M=

mY(m:移入性向)が成立するので、

Y= 1-C+m (I十G+E)　　　　(2)

が成立し、これを差分の形で示すと次のようにな

る。

△Y=
1-C+m (△l十△G+△E)(3)

このようなフレームのもとで地域所得Yを増大さ

せるためには、次のような方法が考えられる。

①　民間投資△Iの増大:地域外からの企業誘

致や不動産・リゾート関連の投資などに相当し、

これによると新規の設備投資や建築投資が行わ

れるために即効性が高く、また雇用創出効果も

期待できる。しかしこの方法は地域内の労働力

や資源・土地などに余裕がある場合に限られ、

これらに余裕がない場合には域外企業の立地に

より地域企業の労働力が奪われたり、城外デベ

ロッパーの参入により城内の不動産や観光等が

大きな打撃を受けることが少なくない。

(診　政府支出△Gの増大:公的主体による財政

措置であり、これには道路、港湾などの公共投

資による生産誘発効果と、生活保護、年金など

の社会保障や農業関係補助金などの財政上の地

域間所得移転がある。城内に基盤となる産業が

ない場合や民間投資が誘導できない地域におい

ては、このような財政による地域経済の拡大効

果に依存する壌合が多い。

(訂　地域外への移出△Eの増大:地域外に財や

サービスを提供(移出)して地域へ所得をもた

らすような基盤(Basic)産業の育成である。

これには、鉄鋼、自動車などの製造業だけでな

く、官公庁、大病院、大学・研究所など、広く

地域外の人々に対してサービスを提供する施設

も含まれる。また、従来の城内産業を高付加価

値化と操業水準の拡大によって、移出産業に転

換することも考えられる。

④　消費性向Cを拡大:政府(日本銀行)によ

り公定歩合の引き下げを行うと、これに伴って

銀行は貸出金利と預金金利を下げるために消費

者は預金をひかえて消費が多くなり、企業もこ

のような需要拡大に応えるべく銀行より事業資

金を借入れて事業を拡大し、景気が拡大する。

この方法ではこのような金融操作による消費拡

大が中心となるが、そのほかにも余暇時間の増

加による影響や、消費者の潜在ニーズの発掘や

新たなニーズの拡大などの企業行為等がある。

⑤　移入性向mを縮小:これまで域外から移入

していた財やサービスを城内で確保し、地域外

への所得の流出をできる限り少なくする。この
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ためには、既存産業の技術革新(イノベーション)

により従来移入していた財やサービスを地域内で

生産できるようにしたり、高速道路等の整備によ

る経済圏の拡大により、これまで移入対象であっ

た他地域を自地域の中に編入することが考えられ

る。

(2)地域経済をとりまく状況変化

昭和30年代以降の経済の高度成長期から昭和50

年初めの石油危機までの間に地方圏を対象として

採用された政策は鉄鋼、造船、石油化学をはじめ

とする重厚長大型の産業立地が主であり、それ以

降においても電子機器、自動車などの機械工場の

立地展開が中心であった。上述の地域経済フレー

ムにおける①民間投資△Iの増大(工場誘致など)

や②政府支出△Gの増大(道路や港湾など産業基

盤整備)が主として採用された政策であり、地域

によっては(診自動車や電気機械などの基盤産業の

生産が城内経済循環を活発化し、製品を地域外に

移出することにより所得をうることもあった。し

かし全体として「地域経済」としてのとらえ方は

少なく、地域経済は「匡l家経済」の中での1つの

パートを担うものとして認識されてきた。

最近の経済構造の変化、特に経済活動水準の高

度化とグローバル化は日本経済の中での国内の各

地域の役割を大きく変化させてきたと考えられる。

東京の世界都市化、企業の海外展開をみても「国

家経済」という概念だけでは十分でなく、地方圏

は東京、大阪などの大都市圏との連携を考えるだ

けでは地域経済の安定した成長は期待できない。

かつての東京一地方の構図は、地方一東京一海外

という三者からなる構図に変化し、国内の地方圏

は地域相互の間だけでなく、アジアを中心とする

海外諸国との開においても厳しい地域間競争と地

域間協調の時代を迎えているという認識が重要で

ある。

このような状況変化のもとで地域経済の成長を

考える場合、(む民間投資のためのインセンティブ

を向上させたり、(む公共投資の投資効果を高める

工夫が必要である。また、(9広域的にサービスを

提供する基幹施設の設置し、(り産業の技術革新や

経済国の拡大等を考える場合に、しっかりとした

中枢都市の育成とそれをとりまく広域的な経済国

が必要となる。

図一6　企業や人口の集中による都市成長

I (基盤活動)
i

i
税収入
の増加

簡 ・~人口 I 関連企業の
立地促進

I lJ′
サービス業事業所 ・個人　　 I の 呂

サービスに対する　 l　 立地促進

需要増加

莞霊完鵬 盤 一壷 顎 ~ 一

(3)地域経済にとっての都市の役割

前述のように地域経済を成長させるためには、

地域の経済自給率を高めると共に、地域の経済循

環を活発にすることによって経済活動の量と質の

改善を図ることが必要である。そのためには経済

活動にとって必要な企業や人口を一定の地域に集

中させてそれらの循環的・累積的発展を回ること

が効率的である。図一6には企業や人口が集中し

て都市が成立する場合の一般的なメカニズムを筒

略化して表現した。この函によると、ある地域に

基盤的な(Basic)事業所や企業(財やサービス

を外部の地域に提供して所得を地域にとり入れて

いる活動)が立地した場合にはまず、その活動と

関連のある企業の立地が促進する。次に、これら

の活動は新たに雇用の増加をもたらし、さらに雇

用者の家族も加わって全体として人口が増加する。

このような雇用者や人口の増加は、事業所や個人

を対象とするサービス部門のすべての業種の立地

を拡大させる。一方、これらの立地の促進は交通

や公共公益施設などの都市基盤の整備を促進し、

これらはさらなる企業や人口の集中をもたらすこ

とになる。

このようにして企業や人口が集中することに

よって都市が形成され、それが進行すると都市内

部での地域分化と都市地域の外延的拡大をもたら

し、まとまった都市圏が形成されるようになる。

都市圏の中心部(都心地域)においては通常では

地域の産業を高度化し革新するために必要な技術

や情報を受発信する中枢的な都市機能があり、独

自な地域産業を育成するとともに、新たな情報や

技術をベースとした産業構造の変化を先導する役

割を担う。都市内部においてはこの業務中枢地区
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を踏むようにして多様な産業が立地展開し、都市

の内部構成が効率的な空間利用の点から定められ

るようになる。また、大きな都市圏であればその

周辺に独自の通勤圏や商圏、市場圏をもつように

なり、比較的自己完結度の高い地域経済が形成さ

れることになる。

(4)集積経満と規模の経済性

都市に企業や人口が集まるのは、集まることの

利益が不利益に比べて大きいからである。経済活

動が1つの地域に集中して行われることから生産

効率性が上昇し、販売の低廉化が実現できる。

(D　都市の集積経済

企業は、企業間の取引や情報交換などの行動を

比較的に狭い地域にとどめることによって、様々

な形で利益を受ける。この利益は「集積経済」と

よばれ、局地化経済と都市化経済がある。まず、

局地化経済は、同業種の多数の企業等が地域的に

集中することによって生じる利益であり、通常は、

小・零細規模の企業が特定の地域内で協業・分業

または業種細分化の形態をとることが多い。次に

都市化経済は、異業種の多数の企業等が地域的に

集中することによって生じる利益であり、この都

市化経済ではどのような主体であるかによって得

られる利益の内容は異なる。表-3は企業の業務

活動を例として、都市化による経済的条件、都市

的サービス条件、活動基盤条件の各側面に分けて

説明している。このような集中による利益と不利

益が生じる理由として、規模の(不)利益と接触

の利益の2つがある。

②　規模の利益と不利益

大きな需要が期待できるところでは比較的大規

模に財やサービスを供給でき、需要と供給の両面

においてスケール上のメリットが生じる。柳井は

これを、実質的経済性と金銭上の経済性に分けて

いる7㌧前者は、生産効率の上昇からもたらされ

る投入財やサービスの量的な節減を表わし、例え

ば設備、労働力、生産方法、組織が効率的に稼働

されて生産性が上昇し、製品1単位あたりに必要

な原料・燃料・固定資本などの費用が低下したり、

また大量の販売や購買が確保されることによって

事務・保管・輸送など流通のための経費や時間が

縮小することに相当する。後者の金銭上の経済性

とは、大量の生産や販売によって市場の支配力や

交渉力が強化され、原料の仕入れにも優位性が生

まれることである。しかし、このような規模の利

益を求めて1つの地域に企業が集中することに

よってマイナスの面も生じる。これは規模の不利

益とよばれ、地価の高騰、交通混雑、自動車排ガ

スによる大気汚染、エネルギーや水の不足などの

ような都市間題が生じることになる。

表-3　企業に対する都市化の利益と不利益

利　　 益 不　 利　 益

経済的条件 労働力 大規模 、多様性 高い賃金

高い税額

市場 大規模 、高成長

公共サ ービス

税金

電力 ・ガス ・上下水道の低料金

都市的サー ビ 業務支援サ ービス 弁護士 、会計士 など

ス条件 金融 関連サ ービス 情報産業 、広告代理店な ど

補助サ ービス 修理 、保守

原材料提供 原料 ・材料の提供

流通 運送業 、卸 ・小売業な ど

活動基盤条件 交通 空港 、高速道路、鉄道 交通混雑

希少性 と高地価

研究 開発 大学 、研究所

情報

± 地

官公庁 、マスコ ミ、出版業

(文献6)を参考にして作成)
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③　接触の利益

これはマーシャルによって提唱された概念であ

り、企業が相互に接触しやすいことから生じる利

益で、近接の利益と結合の利益の2つに分けられ

る㌔前者は、企業がその操業にとって接触が必

要な関連企業や金融・行政機関・情報サービス・

運輸サービス等に容易にアクセスできることによ

るメリットであり、一方後者は、異なる企業が違

いに交流して技術上の問題から工程間結合をした

り販売絢や諸施設を共同に利用することによる利

益である。

これには特に、対面接触(face-tO-face contact)

の利益が重視される。前章で述べた対企業サービ

ス業はこの典型であり、これには企業本社業務の

外注化の過程で成立してきたものが多く、その結

果、本社へのアクセスが容易な立地が必要となる。

これには情報関連サービス業など高度な専門的

サービスからビル清掃などの多様なサービスが含

まれる。対面接触が容易であると、情報収集費用

や交通・通信費用が節約できるという費用面での

利益が得られるだけでなく、顧客への接触機会の

増大による最新情報の獲得、そしてその活用によ

る新たな企業展開、契約締結や許認可事務の円滑

化など生産性の向上に大きく寄与できる。

(5)都市の集積経済と都市成長

都市に発生した集積経済は、企業にとって安い

費用で大きな利益を生むことを可能とする。その

ため、都市に立地する企業は効率的な活動が可能

となり、生産性をあげて技術を進歩させることが

できる。また新規に立地しようとする企業や他地

域に立地している企業は、良好な企業環境を求め

てこの都市に引きつけられる。図一7は都市の集

積経済を中心にすえて企業や人口などが都市に集

中するプロセスを表わしたものである。

都市では集積経済をベースとした高い生産性に

より良質な財・サービスを安価に提供できるとい

う優位性がある。ここで提供される財・サービス

には自律的に需要が発生し、つくれば売れるとい

う状況が生まれる。このプロセスは図-7の左半

分にあたり、当該都市の生産力が強くて生産した

財やサービスに対して需要が確保される限り、都

市の成長は続く。このような側面からの都市の成

長は、先の所得モデル式(3)における地域外へ

の移出△Eの増大に相当する。また、.都市の成長

を基盤産業(basicindustry)の生産水準とそれ

による城内の非基盤産業(non-basicindustry)

と家計への累積的な乗数効果によってとらえる

「経済基盤説(Economic Base Theory)」もこの

ような需要主導による都市成長に着目したものと

考えることができる。

一方、都市の集積経済によって高い生産性が確

保されると、高い賃金や配当・利子を払うことが

可能となって良質な労働力や資本を吸引すること

ができる。このような労働力や資本の増加による

供給力の増大は雇用と生産水準の向上につながり、

都市の成長をもたらすことになる。図-7の右半

分はこのようなプロセスを説明したものであり、

供給主導による都市成長を重視した考え方である。

これには新古典派の「都市成長理論」があり、都

市の生産物は全国市場あるいは国際市場で取引さ

れるため、都市は一定の価格のもとで完全に弾力

的な需要に直面し、そのため生産物に対する需要

は常に保証されるという仮定のもとで、供給側か

らみた都市成長を検討している9-。

一般に都市は図一7に示すように上述の2つの

側面が重なって成長するものであるが、このよう

な都市成長には-・走規模の空間的広がりが必要で

ある。企業の活動にとっては関連企業・官公庁や

図-7　都市の集積経済と都市集中



労働力の立地とともに一定規模の消費者としての

人口も必要であり、これらの多くは中心都市をと

りまく背後圏に立地することになる。すなわち、

中心都市がどの程度強い背後圏をもち独自の経済

圏をもつかによって地域経済の成長力は異なって

くる。トンプソンの説をもとにすると、都市や地

域の成長にとっての一定規模の都市、地域経済の

必要性は次のように要約できる10I。

(i)産業構造が多角的であり、相互の連関性が

存在しやすい、

(ii)鉄道、道路、情報、通信施設、業務団地な

どの大規模な都市基盤がある、

(iiカ　産業を牽引する市場規模の大きさが確保さ

れている、

(iY)社会が多様化して創造性が高まり、イノ

ベーションや新規産業が発生しやすくなる、

(Y)政治的な発言力が高まる。

(6)地域経済の発展

地域経済の発展にとって中心となる都市の役割

は重要である。地域内のすべての都市をバランス

よく成長させることも1つの方向性として考えら

れるが、最近のように国際化、情報化の状況のも

とで大きく産業構造が転換しつつある場合には、

地域における中心都市を育成し、その背後圏の都

市や産業にその変革を拡散するという方向性がよ

り現実である。これは、都市の集積摩済によるメ

リットを活かして中心都市を強化することを優先

する考え方であり、これまで東京や大阪などの大

都市に依存してきた高度な都市機能を自地域内で

育成し、地域経済の自立性を高めながらその拡大

を図るという方策である。現在、就業機会や就学

機会を求めて若い人々が地方圏から大都市圏に移

動し続けているが、これらの人々を地方圏にとど

め、また大都市圏で過密になってオーバーフロー

しつつある企業活動のための受肌を地方圏で用意

するという意味をあわせもっている。このように

して地域経済を発展させるためには、次のような

条件が前提となる。

(i)中心都市において集積経済のメカニズムが

うまく働き、それによる利益が不利益を上ま

わって大きく確保されること、

(ii)中心都市において得られる集積経済による

利益が周辺の地域に良好な影響を及ぼして地

城経済の城内循環を円滑にし、一定の広がり

をもった圏域において自立性を高めながら経

済水準が高められること。

4.地域経済の発展と地方中枢都市

(1)地方中枢都市のとらえ方

地域経済の発展のためには地域の中心となる都

市の役割はますます大きくなっている。特に最近

の経済構造や全国的な人口構造の変化の中では、

各地域の中で地域全体を先導する中枢的な機能を

欠かすことはできない。図-8は平成2年度にお

けるNTTによる東京都との間での事務用電話通

信量を表わしたものである。この指標は、東京を

中心とする業務活動の水準に対応するものと考え

られるが、全国は東京を中心として300km近くの

開城において水準が高く、それ以外には、北海道、

石川県、京阪神都市圏、広島県、福岡県を数える

図-8　東京都との間の事務用電話通信量

(平成2年度分)

〔凡例〕

発倍・着信の合計

圀軋0∝以上
頂12,∞0-60.000
匹ミミ司　6.㈲0-12,0くm

Eヨ　2,∞0-6,000
ロ　2,000以下

0　　　　200km

(注1)本論文で用いる電話通信量のデータは通話回数

であり、通話時間が考慮されていないこと、また大企

業では通常、ニーズの高い地域間には専用回線をもち

それによる情報伝達や、電話以外の郵便、ファックス、

電子メイル等の活用は考えていないことなどにより、

一定の限界はある。
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図-9　北海道との間の事務用通信量

(平成2年度)
北海道からの
着信回数D(百万回)

30　　　　40　北海進への
発信回数0
(首万国)

(注)0,Dともに300万回以上の都府県に限定

図-10　北海道における人口10万人以上の都市

(平成2年現在)

のみである。愛知県、新潟県、宮城県がとりまく

躊域は東京都との結びつきが強く、これらが連担

してグレイター東京圏を形成している。そこでこ

こでは、地方ブロック圏としてある程度まとまっ

た展開を示している都市として、北海道ブロック

における札幌市、中国ブロック内の広島市、九州

ブロックにおける福岡市をとりあげ、また東京都

と結びつきが強いといえども東北地方で唯F一高く

成長している仙台市をとりあげる(注1参照)。

図一日　北海道の主要都市における人口推移

図一12　札幌市とその周辺市町村の人口推移

(2)札幌市とその影響圏域

まず、北海道と他の地域とのつながりを表わす

1つの指標として図-9を示す。事務用電話によ

る通信量であるためあくまで業務上での結びつき

に限定されるが、北海道は東京都との結びつきが

卓越しており、他の地域とのやりとりは非常に少

ない。業務の面では北海道と東京で1つのまと

まった経済圏が形成されていると言えよう。

平成2年の国勢調査によると、北海道には人口
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表-4　地方中枢都市における通勤・通学による流出入状況

(昭和60年国勢調査による)

都　 市 人 口 (千 人 )
通勤 ・通 学

者 数 (千 人)

当 市 か ら の 当 市 へ の

流 出 者 数　 流 出率 (% ) 流 入 者 数　 流 入 率 (% )

(千 人 ) (千 人 )

札 幌 市 1 54 2 84 6 29 .7　　　 3 .9 6 1 .7　　　　 7 .8

(通 勤 ) 20 .7　　 3 .2 5 1 .7　　　　 7 .7

(通 学 ) 9 .0　　 7 .5 10 .0　　　　 8 .3

仙 台 市 7 00 4 94 26 .4　　　 7 .5 1 31 .5　　　　 2 8 .7

(通 勤 ) 2 1 .5　　 7 .6 10 9 .1　　　 2 9 .5

(通 学 ) 4 .9　　 6 .9 22 .4　　　　 2 5 .4

広 島 市 10 44 61 7 72 .5　　 14 .0 8 2 .3　　　 14 .8

(通 勤 ) 36 .8　　 8 .5 66 .4　　　 14 .3

(通 学 ) 35 .7　　 43 .4 15 .9　　　 1 7 .2

福 岡 市 1 160 78 3 44 .8　　　 7 .8 1 95 .8　　　　 2 7 .1

(通 勤 ) 33 .8　　 7 .3 16 1 .0　　　　 2 7 ,2

(通 学 ) 1 1 .0　 10 .2 34 .8　　　　 26 ,4

10万人以上の都市が9つある。図-10に示すよう

に最大の都市は札幌市で167万人、以下旭川市36

万人、函館市31万人、釧路市21万人、帯広市17万

人と続く。これらの諸都市の人口の推移は図-11

うに表わされる。上位5位までを示しているが、

札幌市のみの人口が大きく増加し、それに比べて

他都市の人口はそれほど変化していないかやや減

少傾向にある。また札幌市を中心とした広域都市

圏の形成状況を検討するために因一12を作成した。

ここで周辺市町村とは国勢調査において従業地・

通学地集計結果にもとづいて行われている大都市

圏から札幌市を除いたものとする(注2参照)。

これによると札幌市周辺の5市6町3村がこれに

あたる。この図にみられるように、札幌大都市圏

の中で札幌市の人口の占める割合はしだいに上昇

し、平成2年には72.3%となっている。また札幌

市だけで北海道全体の人口の30%近くを占めてい

る。昭和60年の国勢調査によると、表-4に示す

ように通勤・通学のための周辺地域との流出率は

3.9%、流入率は7.8%と比較的小さく、札幌市だ

けである程度完結した行動圏を形成して

いる。一方、地域経済における中枢機能の1つと

して図-13に金融保険業の従業者数を示す。札幌

市のシェアとその伸びは大きく、従業者数では北

海道全体の約39%を占め、事業所数についても約

26%のシェアとな`っている。また、卸売業の年間

販売額をみると、昭和60年末において札幌市の実

績は北海道全体の60%近くを占め、業務、商業な

(注2)大都市圏および都市圏は広域的な都市地域を規

定するために行政区域を越えて設定されている地域区

分であり、中心市およびこれに社会経済的に結合して

いる周辺市町村によって構成されている。

(a)中心市の定義:大都市圏の中心市は東京都特別区

および政令指定都市とする。また都市圏の中心は、大

都市圏に含まれない人口50万人以上の都市とする。

(b)周辺市町村の定義:周辺市町村は、大都市圏およ
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び都市圏の中心市への15歳以上の通勤・通学者数の割

合が、当該市町村の常住人口の1.5%以上であり、か

つ中心市と達接している市町村とする。ただし、中心

市への15歳以上通勤か通学者数の割合が1.5%未満の

市町村であっても、その周囲が周辺市町村の基準に適

合した市町村によって囲まれている場合には、周辺市

町村とする。



どいずれの経済活動においても札幌市城の中であ

る程度まとまった展開を示している。

以上の検討により、札幌市は北海道の各都市と

比較してかなりの中枢的な機能をもっているが、

それは北海道の中での1業や農業に対するものと

比べると、官公庁や情報関連などの対企業サービ

スなど、何らかの形で東京と結びついた形で展開

する中枢性がより強いのではないかと考えられる。

対企業サービス業には企業が必要であり、それも

地元の企業でないと地域の中での経済循環を高め

て地域を自立的な発展に導くことが困難であろう。

この面で今後の展開に大きな課題を抱えている。

(3)仙台市とその影響圏域

図-14は宮城県との間の事務用電話による通信

量を表わし、宮城県がどの都市との間で強い結び

つきをもっているか示している。図一8に対して

説明したのと同様に考察すると、仙台市は東京を

中心とする広域経済周の中に位置し、東京にとっ

て東北地方の窓口としての役割を果している。こ

図一13　北海道の主要都市と札幌市周辺市町村に

おける金融保険業従業者数の推移

従業者数
(人)

~l~+　ll+　ll
44　　　47　　　50

南彿)(1969)(1972)(1975)(1978)(198ユ)(1986)
昭和41

のことは、宮城県が東北ブロックの各県とも強い

関係をもっていることからも理解できる。

平成2年の国勢調査によると、東北には人口10

万人以上の都市が図-15に示すように13ある。こ

の中で最大の都市は仙台市で92万をもち、以下い

わき市36万人、郡山市31万人、秋田市30万人、青

森市29万人と続く。これらの諸都市の人口推移は

図-16のように表わされる。いずれの都市におい

ても若干の人口増加の傾向がみられるものの、仙

台市における増加が非常に顕著である。図-17は

仙台市とその周辺市町村をあわせた仙台都市圏の

状況を示しており、ここで周辺市町村は福島県の

1市1町を含む12市33町1村から成っている。こ

れによると、仙台市での人[J増加と同時に周辺市

町村においでもほぼ同様な傾向で人口が増加して

おり、広域的な都市圏が着実に形成されている。

特にこの5年近くの仙台市での人口増加は大きく、

宮城県の総人口に占める仙台市の人口割合は、昭

和60年の32%から平成2年には41%近くに上昇し

ている。これはこの間に泉市など周辺市町の合併

図-15　東.北地方における人口10万人以上の都市

(平成2年現在]



図-17　仙台市とその周辺市町村の人口推移

人H
(万人)

120

11XI

80

60

40

20

0

昭和40　　45　　　50.　55　　　60　　平成2　年次
(1965)(1970)(1975)(1980)(1985)(1990)

によるところが大きい。衷-4をみても仙台市と

その周辺市町村との間の通勤・通学による流出入

の比率は比較的大きな億となっている。また、仙

台市の東北地方における経済中枢機能をみるため

に図一18を作成した。これは東北での主要都市と

仙台市周辺市町村における金融保険業の従業者数

の推移を表わしているが、仙台市のもつシェアは

(1966)(1969)(1972)(1975)(1978)(1981)(1986)

大きくかつ増大しつつある。仙台市周辺市町村に

おけるシェアも増加の傾向にあり、仙台都市圏で

の経済循環の円滑さが想定できる。ちなみに、宮

城県において仙台市の金融保険業が占めるシェア

は、昭和61年の事業所数で49%、従業者数で65%

近くとなっている。しかし、東北地方のほかの県

庁所在都市が占めるシェアも少なくなく、特に東
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図-19　広島県との間の事務用通信量

(平成2年度)

広島県からの
着信回数盾万図)

北新幹線が昭和60年に伸びてその終端駅となった

盛岡市における増加は比較的大きなものとなって

いる。

以上の検討によると、仙台市をとりまくダイナ

ミックな動きにもとづいて仙台市に対して東北地

方の中枢都市としての期待が高まっていると思わ

れるが、現状では東北各県の県庁所在地を中心と

した独自的な経済國域がみられ、仙台市を中心と

した東北経済圏というまとまりは明確ではない。

しかし仙台市は東京から適度な距離にあり、また

東北ブロックの中では東京に対して扇の要めの位

置にあるという地理的な条件をもっている。これ

は、仙台市における中枢機能を東京に対する2次

的、3次的なものにとどめておく可能性もあり、

仙台市の中枢機能のレベルによっては仙台市を含

めた東北全域が東京に引っ張られてしまう恐れも

ある。しかしこの地理的条件をうまく用いれば、

仙台都市圏の影響力を東北全体に広めることも可

能と考えられ、東北地方で独自の地域経済を展開

することも期待できる。

(4)広島市とその影響圏域

広島県との間で比較的大きな事務連絡を行って

いる都府県を図一19に示す。広島県は岡山・山口

の両県ともっとも強く結びつき、それに続いて大

阪・東京と密接な連絡をもっている。そのほか島

図-20　中国地方における人口10万人以上の都市

(平成2年度現在)

図-21中国地方の主要都市における人口推移

(1965)(1970)(1975)(1980)(1985)(1990)

根・愛媛との関係も比較的大きい。すなわち、広

島県をとり囲む4つの県と東京や大阪という大都

市との間で比較的活発な経済関係が認められる。

平成2年の国勢調査によると中国地方における人

口10万人以上の都市は14ある。図-20に示すよう

に、最大の都市は広島市の109万人であり、以下、

岡山市、59万人、倉敷市41万人、福山市37万人、
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図-22　広島市とその周辺市町村における

人口推移

人U
〔万人)

下関市26万人と続く。これらの都市における人口

推移は図-21のようにまとめられるが、広島市の

人口が卓越して増加傾向を示しているのに対し、

人口20-50万近くの人口をもつ都市が多くある。

広島市は昭和60年に五日市市との合併により人口

100万人を達成し、人口30万人以上の都市では徐々

に人口の増加がみられるが、それ以下の人口規模

である鳥取・米千・校江および山口県の各都市に

おける人口の伸びは鈍化している。図-22は広島

都市圏における人口変化を広島市とその周辺市町

村に分けて示したものである。周辺市町村は、山

口県の1市2町を含む4市35町2村から成ってい

る。広島都市圏においては広島市の伸びがより顕

著である。周辺の市町村の人[lは増加しているも

ののその伸びはゆるやかである。広島市の広島県

に占める人[1は昭和40年には29%であったが、佐

伯区編入等によって昭和60年には37%となり、平

成2年には38%となっている。表-4によると、

広島市への周辺からの通勤・通学による流出と流

入の総数はほぼバランスがとれているが、これは

通勤では広島市への流人が多いのに対して通学で

は広島市からの流出が多く、2万人近くの学生が

広島市外に通学している。次に金融保険業の従業

者数の変化を図-23に示す。都市によって推移の

様子は異なり、広島市や岡山市におけるシェアと

伸びが顕著であり、人口規模の小さな都市におい

図一23　中国地方各市と広島市周辺市町村におけ

る金融保険業従業者数の推移

従業者数
(人)

(1966)(1969)(1972)(1975)(1978川981)(19朗)

ては伸びは低迷している。

広島市は中国地方のほぼ中央に位置するという

地理的条件と、国の地方支分部局や民間企業の本

社・支店がある程度集中して、これまで中国地方

の中枢都市としての役割を果してきた。しかし以

上の検討からも広島市をとりまく情勢にはきびし

いものがある。中国地方では造船・鉄鋼などの構

造不況をもつ業種を多く抱えている。経済の広域

化が進み高度な都市機能が求められる最近では、

産業構造の変革や高度化の支援、広域的な経済酷

の前提となる交通体系の整備、また産業や人々が

集まる魅力と活力のある都市づくりなどを進め、

地域の中心となる都市を形成することが重要であ

る。

(5)福岡市とその影響圏域

図-24は福岡県との間の事務用電話による通信

量を表わし、福岡県が各都市とどの程度の強さで

結びついているかを示すものである。これによる

と、福岡市はまず九州の各県と強い結びつきをも

ち、それに続いて東京や大阪などの大都市と強く
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図-24　福岡県との間の事務用通信量　　　　　　図-26　九州の主要都市における人口推移

図-25　九州における人口10万人以上の都市

(平成2年度現在)

図-27　福岡市、北九州市とその周辺市町村の人口推移

結びついている。その中で熊本・佐賀・長崎・大　　近くあり、しかも他の地域と異なって東京や大阪

分との連関は特に強く、一体的な経済圏城の形成　　との結びつきと比べて九州ブロック内々での経済

が想定できる。この圏域は広くは宮崎・鹿児島さ　　循環がより活発であると考えられる。

らに山口の各県をも含めて考えることができよう。　　図-25は九州における人口10万人以上の都市を

そこでの通信回数は宮崎県や広島県と比べて2倍　　表わしたものである。平成2年の時点で最大の都
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市は福岡市であり128万人、それに続いて北九州

市103万人、熊本市58万人、鹿児島市54万人、長

崎市44万人、大分市41万人、宮崎市29万人など比

較的まとまった規模の都市がある。図-26はこれ

らの都市における人口の推移をまとめたものであ

り、この中で福間市における人口増加と北九州市

の人口停滞は目をひくところである。また、長崎

市や佐世保市では造船不況など産業構造の変化に

伴って人口が大幅に減少し、そのほかの人ロ40万

人以上の都市では着実な人口増加を示している。

国勢調査報告では福岡市と北九州市をとりまく大

都市圏として設定されているので、ここでは周辺

市町村を山口県1市1町、佐賀県2市6町2村、

大分県1市を含む22市68町5村でとらえ、図-27

を作成した。これによると周辺市町村における人

口とその伸びは福岡市や北九州市よりも大きく上

まわっており、九州北部における広域的な都市圏

の形成が想定できる。また前掲の表-4によると

福岡市への通勤・通学による流入は札幌、仙台、

広島の各市と比べてもっとも多く、福岡市での自

宅外従業・通学者のうちの27%近くを占め、その

中で6.7%が福岡県以外からの流入である。この

点においても福岡市を中心として県境にとらわれ

ない広域的な圏域形成がみられる。次に図-28に、

金融保険業の従業者数の推移を示す。福岡市の人

図-28　九州各市と福岡市周辺市町村における金

融保険業従業者数

従業者数
(1.Cn0人)

(1966)(1969)(1972)(1975)(1978)(1981)(1986)

口は周辺市町の半分ほどであるが、金融保険業に

おいては約1.5倍の従業者を抱え、都市圏の中で

の中枢的な役割りを表わしている。

福間市にとって特徴的な条件は、近隣に北九州

市という工業都市があり、しかも周辺市町村が大

きくそれらをあわせると400万人を越えることで

ある。そのため福間市は業務・商業など3次産業

に徹することができ、都市圏の中である程度まと

まった経済循環が確保されることになる。その影

響力は山口県を含めて九州全域に展開しつつあり、

現在顕著になりつつある九州各県から東京や大阪

への人口流出を福岡市がいかにとどめることがで

きるかは今後の課題である。

5.地方中枢都市の成長と都市基盤整備

(1)地方中枢都市の成長メカニズム

4つの地方中枢都市と周辺市町村の人口推移を

重ねあわせて図一29として示す。これによると札

幌市の伸びが大きく、また福岡北九州都市圏の周

辺市町村の人口は平成2年において271万人と大

きく、広域的な都市圏が形成されている。図-29

と図-30にはそれぞれ、地方中枢都市と周辺市町

村における人口伸び率を表わす。図-30によれば

昭和40年から50年にかけて札幌市では20%を越え

図-29　地方中枢都市とその周辺市町村における人口推移



図-32　都市基盤整備と地域経済の成長

る人口の伸びをみせ、昭和55年から60年にかけて

も札幌市で10%、福岡市6.6%、広島市5.8%、仙

台市5.3%の伸びとなっている。また、図-31の

周辺市町村における人口増加率をみると、昭和55

-60年には仙台都市圏において周辺が中心都市を

上まわっている。また、広島都市圏における周辺

市町村の伸びが全体的に低いことが指摘できる。

一方、都市における就業構造は全体として、モノ

中心の社会から情報やサービス中心の社会へ変化

しつつある。地方中枢都市においては生活関連の

サービス業は当然として、都市内やその周辺の企

業を支援するサービス業や卸売業・流通業などを

必要とする。

2においてこのような人[Iや対企業サービス業

等の展開が地域経済の成長にとっていかに重要で

あるかを説明した。また、3においては、中心都

市における集積経済の活用と周辺地域との連携が

地域経済を大きく左右することも指摘した。これ

らをいかにうまく組み合わせて展開するかによ?
て地域経済の成長は相当の影響を受けてきたもの

と思われる。そのためにはこれらの経済活動と活

動場所をうまく結びつけ、しっかりした経済循環

を実現するための前提となる都市基盤の整備が重

要である。このような都市基盤には、活動相互の

円滑な接触や地域間の移動を確保するための鉄道

や道路などの交通通信施設や、効率的な産業活動
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や魅力ある都市づくりを行う前提となる上下水道、

公回、流通団地、電気・ガスなどのエネルギー施

設などの整備が必要となる。図-32には地方中枢

都市の成長メカニズムを都市圏の拡大と関連づけ

てまとめたものである。ここで内部整備とは、中

心となる都市の活力と魅力度を上昇させるための

整備であり、再開発による業務建物床の創

出や商業地整備、さらには地下鉄や都市高速道路、

駐車場などの都市交通施設の整備が含まれる。ま

た外部整備とは中心都市以外の地域に対する基盤

整備を総称したものであり、周辺市町村と中心都

市の間に高速鉄道や高速道路などレベルの高い都

市圏交通や地域間交通の整備を進めることなどに

相当する。以下ではまず、これらの整備水準を社

会資本のストック量として概括的にとらえ、大都

市圏と地方圏におけるストック量の割合等を分析

し、次に、札幌、仙台、広島、福1司の4つの地方

中枢都市を対象として、都市の内部整備と外部整

備に分けて都市基盤の整備状況を検討する。

(2)地域別の社会資本の整備状況

大都市圏と地方圏に対する社会資本の整備につ

いては、最近では地方国に対してより大きな投資

が行われているとよく言われる。この意味を考え

るため、昭和57年度に経済企画庁によってわが国

の地域別社会資本ストック額が計算されているた

め、この結果を用いて表-5を作成した川。この

表では上の方に大都市圏におけるストブタ額が地

方圏よりも大きなものを順に並べた。これによる

とストック額そのものが大きいのは「道路・文

教・漁業・農業・治水」などであり、これらはい

ずれも地方圏におけるシェアがより大きい。しか

し都市機能にかかわるような社会資本については

道路や文教を除いては、いずれも大都市圏におけ

るシェアの方が大きくなっている。また、1人あ

たりの社会資本のストブタ額によって比較すると、

表-5　圏域別社会資本ストノク額のシェア(昭和57年度)

ス ト ック 額

(億 円 )

1 5 6 .3 6 3

1 6 7 .0 5 0

1 2 4 .5 4 1

2 4 ,2 2 3

1 6 ,5 0 4

1 2 ,3 3 9

1 6 ,6 2 2

2 6 9 ,0 0 5

4 2 9 ,9 0 3

8 3 , 1 4 4

2 4 , 1 5 8

1 7 7 ,0 7 0

3 2 ,7 6 6

2 1 3 ,6 7 8

3 2 ,5 8 4

公共賃貸住宅

下　　水　　道

上　　水　　道

廃棄物処理

都　市　公　園

航　　　　　空

工業用水道

文　　　　　教

道　　　　　路

港　　　　　湾

海　　　　　岸

治　　　　　水

治　　　　　山

農　　　　　業

漁　　　　　業

ストック額のシェア(如 1人あたりのス トッ
ク額のシェア(% )

大都市圏 地方圏 大都市圏 l 地方圏

単位可住地面積
あたりのストック
額のシェア(%)

塵型車型」
35 69 31 89

36 68 32 88

46 60 40 83

48 59 41 82

48 59 41 82

49 56 44 82

52 53 47 80

56 49 51 77

61 44 56 73

66 39 61 ・69

68 36 64 67

73 31 69 61

87 17 83 39

86 17 83 39

86 17 83 39

5

　

4

　

4

　

2

　

2

　

1

　

8

　

4

　

9

　

4

　

2

　

7

　

3

　

4

　

4

6

　

と

U

　

5

　

5

　

5

　

5

　

4

　

4

　

3

　

3

　

3

　

2

　

1

　

1

　

1

(注)大都市圏:埼玉、千乗、東京、神奈川、愛知、三重、京都、大阪、兵庫の都府県

地方圏:上記以外の道県

文献11)を用いて作成
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表-6　圏域別人口と可住地面積

全　 国 大 都 市 圏 地 方 圏

雪和 60 年 人 口

(千 人 )

r 任 地 両 横 (扉 )

r住 地 両 横 あ た り

の 人 口 (人 / 山 )

12 1 ,0 47 (10 0 ) 55 ,00 7 (45 ) 66 .掴 0 (5 5)

119 ,4 60 (10 0 ) 2 3 ,15 5 (19 ) 96 ,3 05 (8 1)

1 ,0 13 2 .3 76 68 5

(上記比率　　　　　　　　　　　3.5　　　　1)

表-6に示すように地方圏における人口の方が大

都市圏よりも多いので全体として大都市圏におけ

るシェアがより大きくなる。さらに可住地面積あ

たりのストック額でみると地方圏は大都市圏と比

べて4倍以上の可住地面積をもつため、大都市圏

におけるシェアは非常に大きくなる。表一5によ

れば、治山、農業、漁業以外のものはすべて大都

市圏において高い水準で整備されていることにな

る。表-6の可住地での人口密度は.大都市圏は

地方圏の約3.5倍であり、人口が密集している場

所により多くの社会資本が整備されている状況を

ているものと考えられる。

次に、このようなストックがどのような経緯で

つくられてきたかをみるために、図-33～35を作

成した。まず、図-33(その1)(その2)は大

都市圏の8都府県と地方圏の4道県に限定して、

各年度の公共工事着工総工事費の評価額の伸びを

全回合計の伸びに対する特化係数として表わした

ものである。これによると大都市圏においては、

昭和30年代に全回平均を大きく上まわる公共投資

が行われており、特に埼玉、千葉、東京、神奈川

の東京圏、および愛知、大阪などではその額は全

国平均の1.5～2倍近くになっている。この時期

には経済が高度に成長して、産業や人口がこれら

の地域に集中しており、これに対応して道路、港

湾、下水道などの整備が大きく前進した。この時

期以降では大都市圏における公共投資の伸びはほ

ぼ全回並か時期によってはやや下まわっている。

一方地方圏については図一33(その2)に示すよ

うにそれほど顕著な傾向はみられず、全国平均の

前後を推移している。次に社会資本の整備水準と

上述の特化係数との関係を、下水道と道路をとり

あげて検討した。図-34(その1)(その2)に

下水道の整備推移を示し、図-35(その1)(そ

の2)に道路の整備推移を示す。これによると下

水道の整備水準は大都市圏において大きく優って

いること、および整備水準が低い状況では整備の

進捗は早いが1-2億円/k削まどになるとその速

度は落ちることが明らかである。一方、道路につ

いてはこのような傾向はそれほど顕著ではない。

その中で昭和25年-30年の間に埼玉、千葉、愛知

の各県において、また昭和30年代を通じて神奈川、

大阪、東京の都府県において比較的大きな伸びを

示している。

以上のことから大都市圏よりも地方圏において

より大きな社会資本整備が行われているとはかな

らずLも言えず、それは昭和30年代の経済の高度

成長期に集中的に大都市圏での整備が行われてそ

れが一定水準に達しているためその速度が減退し

ているのであり、またたとえ公共的な投資が行わ

れてももともとの整備水準が高いために上昇率と

しては小さくなることによると考えられる。

(3)地方中枢都市における都市基盤整備

札幌、仙台、広島、福岡の4つの地方中枢都市

の一般的な特徴比較は、文献12)-15)に詳しい。

そこでここでは地域経済の発展を支える都市基盤

の面からこれらの都市の比較を行う。その際、中

心都市と周辺地域との関連を担う外部整備と、中

心都市におけるPJl骨な集積経済を確保する内部整

備の2つの点から検討する。

(》　外部整備にもとづく中心都市と周辺地域との

関連

地域の中心都市が周辺とどのように結びついて、

独自の圏域を形成しているかは中心都市をベース

とした都市間、地域間の交通体系がどのように整

備されているかに大きく依存する。札幌、仙台、

広島、福岡のいずれの都市においても、各地方ブ

ロックの中心として高速道路、高速鉄道、空港な

どの高遠交通機関は着々と整備されている。しか

し、このように交通整備が進められてもこれらの

整備が各ブロックの地域経済をスムーズに発展さ

せるとは限らない。そのためにはこれらの施設は

地域経済をささえる基盤として中心都市と周辺地

域とをうまく結びつける方向で利用されることが

必要である。そこでここでは各都市に着目した地

域間旅客輸送に着目して、旅客輸送のパターンが

どのような形で展開しているかを検討する。

表-7-10はそれぞれ道央、宮城県、広島県、
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図-33(その日　大都市圏の各都府県における公共工事着工稔工事費評価額の伸びの特化係数

特化係数

図-33(その2)地方圏の各道県における公共工事着工総工事費評価額の伸びの特化係数

特化係数
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図-34(その1)下水道資本のストック量とその伸び率(大都市圏)
ス　トメクの

伸び

2.30

7090

(注)各都府県でのストックの伸びは全国の伸びに対する特化係数で表わし、

ストック貴は可住地面積あたりのストックで表わしている。

図-34(その2)下水道資本のストック量とその伸び率(地方圏)

1　　2　3　4　5678910　　20　304050601即IlOO　200　300
71I90

(注)各道県でのストックの伸びは全国の伸びに対する特化係数で表わし、

ストック量は可住地面棟あたりのストックで表わしている。
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図一35(その1)道路資本のストック量とその伸び率(大都市圏)

(注)各都府県でのストックの伸びは全国の伸びに対する特化係数で表わし、

ストック量は可住地面積あたりのストックで表わしている。

図-35(その2)道路資本のストック量とその伸び率(地方圏)

200　3くMl4　5678910(め　　ストック良
(百万円/融)

(注)各都府県でのストックの伸びは全国の伸びに対する特化係数で表わし、

ストック量は可住地面接あたりのストックで表わしている。
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表-7道央(北海道)をペースとした旅客流動状況(昭和60年到着のみ)(単位1000人)
航　　 空 鉄 道 (国 鉄 ) 自動車 (バ ス を含 む ) 合　　 計

内　 か　 ら 3 8 5 ,6 (0 .04 ) 6 5 4 7 7 .3 (6 .1 ) 10 12 4 5 7 .4 (9 3 .6 ) 1 ,0 7 8 ,3 2 0 .3 (9 9 .6 )

道央 内 か ら 0 6 2 0 2 8 .7 [5 .7] 10 0 3 5 4 2 .0 [9 2 .7] 1 ,0 6 5 ,5 7 0 .7 【9 8 .5 1

道央 外 か ら 3 8 5 .6 [0 .04 ] 3 4 4 8 .6　 臥 31 8 9 1 5 .4 [0 .8] 1 2 ,7 4 9 .6 [1 .2 ]

外 か　 ら 3 4 9 9 .7 (0 .3 ) 3 4 5 .4 (0 .0 3 ) 0 3 ,8 4 5 .1 (0 .4 )

東 京 都 か ら 2 2 6 6 .7 [0 .2 ] 8 2 .8 [0 .0 08 ] 0 2 ,洪 9 .5 [0 .2 ]

旦 , 3 8 8 5 .3 (0 .4 ) 6 5 8 2 2 .7 (6 .1 ) 10 12 4 5 7 .4 (9 3 .6 ) 1 ,0 8 2 ,1 6 5 .4 (10 0 .0 )..、

表-8宮城県をベースとした旅客流動状況(昭和60年到着のみ)(単位1000人)
航　　 空 鉄 道 (国 鉄 ) 自動 車 (パ ス を含 む) 合　　 計

東 北 地 方 内 か ら 0 7 3 3 0 7 .6 (9 .2 ) 7 1 3 2 4 6 .2 (8 9 .8 ) 7 8 6 ,5 5 3 .8 (9 9 .0 )

うち宮城県内か ら 0 6 7 0 5 9 .5 [8 .4 ] 6 8 9 5 3 7 .2 [8 6 .8 ] 7 5 6 ,59 6 .7 [9 5 .2 1

うち宮城県外か ら 0 6 2 4 8 .1 [0 .8 ] 2 3 7 0 9 .0 [9 .0 ] 2 9 ,9 5 7 . 1 [3 .8】

東 北 地 方 外 か ら 4 8 2 .4 (0 .0 6 ) 3 8 1 4 .8 (0 .5 ) 3 4 8 9 .5 (0 .4 ) 7 ,7 8 6 . 7 (1 .0 )

うち東 京都 か ら 24 0 .7 [0 .0 3 ] 2 5 9 0 .5 [0 ,3 ] 8 2 0 .6 [0 .11 3 ,6 5 1 .8 [0 .5 ]

合　　 計 4 8 2 .4 (0 .0 6 ) 7 7 1 2 2 .4 (9 ,7 ) 7 1 6 7 3 5 .7 (90 .2 ) 7 94 .封 0 .5 (1 0 0 .0 )

表-9広島県をペースとした旅客流動状況(昭和60年到着のみ)(単位1000人)
航　　 空 鉄 道 (国 鉄 ) 自動 車 (パ スを含 む) 合　　 計

中 国 地 方 内 か ら 0 1 0 28 6 9 .9 (1 1 .3 ) 7 9 74 8 0 .9 (8 7 .6 ) 9 0 0 ,3 5 0 .8 (9 8 .9 )

0 9 40 2 7 .0 [10 .3 ] 7 8 3 1 0 4 .2 [8 6 .0 ] 8 7 7 ,13 1 .2 [9 6 .3 ]

0 8 84 2 .9 [1 .0 ] 14 3 7 6 .7 [1 .6 ] 2 3 ,2 19 .6 [2 .5 ]

中 国 地 方 外 か ら

F 重 商 βか ら

4 3 6 .8 (0 .0 5 ) 64 2 3 .5 (0 .7 ) 別 4 1 .6 (0 .4 ) 10 ,3 0 1 .9 (1 .1 )

4 0 7 .7 [0 .0 4 ] 10 2 6 .2 [0 .1 ] 0 1 ,4 3 3 .9 [0 .2 ]

合　　 計 4 3 6 .8 (0 .0 5 ) 1 0 9 2 9 3 .4 (12 .0 ) 8 0 0 9 2 2 .5 [8 8 .0 ] 9 10 ,65 2 .7 (1 0 0 .0 )

表-10福岡県をペースとした旅客流動状況(昭和60年到着のみ)(単位1000人)

九

九

航　　 空 鉄 道 (国 鉄 ) 自動 車 (バ スを含 む) 合　　 計

州　 内　 か　 ら 10 5 1 .7 (0 .0 6 ) 1 4 2 7 8 3 .7 (8 .6 ) 1 5 0 2 7 6 1 .0 (9 0 .3 ) 1 ,6 4 6 ,5 9 6 .4 (9 8 .9 )

うち福岡県内か ら 0 13 2 8 1 9 .8 [8 .0 ] 1 4 6 6 3 7 9 .4 [8 8 .1 ] 1 ,5 9 9 ,19 9 .2 [9 6 .1 ]

うち福岡県外か ら 10 5 1 .7 [0 .0 6 ] 9 9 6 3 .9 [0 .6 ] 3 6 3 8 1 .6 [2 .2 ] 4 7 ,3 9 7 .2 [2 .8 ]

28 4 2 .8 (0 .2 ) 8 9 8 4 .4 (0 .5 ) 5 6 7 7 .2 (0 .3 ) 1 7 ,5 0 4 .4 (1 .1 )

1 7 2 5 .8 [0 .1 ] 7 5 0 .8 [0 .0 5 ] 0 24 7 6 .6 [0 .1 ]

38 9 4 .5 (0 .2 ) 1 5 1 7 6 8 .1 (9 .1 ) 1 5 0 84 3 8 .2 (9 0 .6 ) 1 ,66 4 ,10 0 .8 (1 0 0 .0 )

表一日　市内流入者の利用交通手段の割合(%)(昭和55年国勢調査)

繚　　 数 鉄 道 ・電 車 ノマ　　　 ス 自 家 用 車
自　 転　 車

オ ー トバ イ
そ の 他

札 幌 市 5 6 ,7 6 2 (1 0 0 ) 5 0 . 1 1 3 . 9 3 2 , 4 0 . 5 3 .1

仙 台 市 1 2 0 ,0 1 0 (1 0 0 ) 3 7 .8 1 9 . 8 3 4 , 9 3 . 7 3 .8

広 島 市 9 0 ,0 8 9 (1 0 0 ) 4 0 .7 1 3 . 7 3 2 , 3 6 . 7 6 .6

福 間 市 1 7 8 ,1 0 3 (1 0 0 ) 5 8 . 1 9 . 6 2 6 . 1 3 .1 3 .1
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表-12　都市インフラの整備状況

一 般 道 路 整 備 率 (% ) 下 水 道普 及 率 (% )
1 人 あ た り都 市 公 園

面 積 (㌦)

札 幌 市 5 3 .7 94 .0 7 .22

仙 台 市 7 4 .0 7 1 .4 7 ,17

広 島 市 5 8 .7 4 9 .1 5 .60

福 岡 市 5 9 .4 7 9 .0 6 .83

(往)一般道路整備率は平成2年4月現在、そのほかは平成元年3月現在の数値。

福岡県に関連した旅客輸送の状況を表わし、いず

れも昭和60年の旅客地域流動調査のデータを用い

て作成したものである。表-7によると道央(札

幌市)については北海道外の地域間交通のほとん

どは航空によっており、その中でも東京都との結

びつきが64.8%を占める。北海道の中での道央以

外の地域間では自動車の利用が鉄道の2倍以上あ

り、また航空の利用は全体の3%ほどである。道

央外との交通は少なくほとんどの移動は札幌市を

中心とする道央地域で完結しており、その中で鉄

道の分担率は他の地域に比べると高い。次に表-

8の宮城県については東北地方以外の地域とは鉄

道と自動車が同程度用いられ、また鉄道利用の場

合の67.9射ま東京へのトリップである。東北地方

の中では宮城県内々では庄倒的に自動車の利用割

合が大きく、また宮城県外との間では鉄道の利用

率がやや高くなる。比較的遠距離の交通になると

鉄道が利用される傾向にあるが、全体として自動

車の利用が大きなシェアを占める。また宮城県と

東北地方の他県とのブロック内での交通は、北海

道と比較するとより活発といえる。表-9には広

島県についての旅客輸送の状況を示す。広島県と

中国地方以外の地域との交通には鉄道と自動車は

2:1の比率であり、また東京都との間のような

長距離になると航空と鉄道が4:10の割合で用い

られている。広島県の内々交通は他の都市と同様

に自動車が多く用いられ、また中国地方の中での

他県との移動にあたっては鉄道の利用が他と比べ

るとやや多くなっている。全体として広島県が中

国地方の中で占める位置としては道央に比べると

広域的に展開しているが、宮城県、福岡県と比較

するとブロック内での交通は少ないといえる。最

後に表-10には福岡県についての結果を示す。福

岡県は上述の3つの地域に比べるとブロック内々、

内外ともにその動きは活発である。九州外との交

通の多くは鉄道と自動車が用いられるが、航空の

利用も少なくなくて東京都との交通では70%近く

が航空を利用している。また九州内々では鉄道も

よく利用されているが、航空や自動車の利用も多

い。福岡県内々では他の地域と同様に自動車の利

用が多く、また鉄道も比較的多く利用されている。

以上の点から各地方ブロックにおける旅客流動

の面からみると、福岡県、宮城県、広島県、道央

という順序で広域的に圏域をもっている。また、

これらの交通を札幌市、仙台市、広島市、福岡市

という都市レベルで検討するため、表-11を示す。

これは昭和55年における各都市への通勤通学によ

る市内流入者数と利用交通手段をまとめたもので

ある。本章(1)で述べたように、福岡市と仙台

市では比較的多くの市内流入者があり、他に比べ

ると大きな都市圏を形成している。また、これら

の都市では九州、東北の各ブロックにおける主要

都市とも比較的密接な経済的関連をもっている。

一方、広島市は都市圏の形成という点では、やや

広域性に欠け、他県との経済的交流も隣接県に限

定されている。さらに札幌市は市城面積が大きい

こともあり、周辺にはそれほど大きな背後園を

もっておらず、市内流入者も少なくなっている。

また北海道の中での他の主要都市との連携も弱く、

広域的な交通園が形成されているとは言い難い。

②　内部整備にもとづく都市内での活動連関

中心都市において集積経済のメカニズムがうま

く動き、地域経済の発展に資するためには、都市

内の活動を支える都市基盤の整備が重要である。

このような都市基盤として、都市内の活動間の連

関を確保する交通施設や情報・通信施設の整備、

魅力ある都市づくりのための生活関連施設などが

必要となる。表-12には4つの地方中枢都市にお
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図一36　各都市の人口規模と地下鉄の営業距離との関連
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ける道路・下水道・都市公国について整備水準を

まとめている。これによるといずれの点でも福間

市と仙台市では比較的整備水準が高く、また広島

市ではいずれの整備水準も低くなっている。また、

札幌市では市域面積の大きさの関係もあって一般

道路の整備水準が低くなっている。

都市内のPj滑な活動連関のためには、都市高速

道路と都市高速鉄道が有効である。まず都市高速

道路は都市に関わる交通のうち比較的広域的な自

動車交通を大量かつ集約的に処理する自動車専用

道路であり、一般道路とは立体分離されて建設さ

れる。上述の4つの都市の中では福岡のみに建設

され、全国的にはそのほかに首都高速道路、阪神

高速道路、名古屋高速道路、北九州高速道路があ

る。福間の高速道路では昭和55年に1号線のうち

香椎～東浜5.9kmを供用して以来、逐次供用延長

が進められている。-・方、都市内の鉄道は路面電

車と高速鉄道に分けられ、後者は路面電車のよう
に道路の混雑や信号にわずらわされないように専

用の軌道を走るものをいう。都心では高速鉄道を

あらたに建設する場合には地下に入れる場合が多

5,0(氾　　10,0∝)　　20,000　　人口(千人)

く、地下鉄と呼ばれている。園-36にわが国で人

口100万人近く以上の都市と地下鉄の営業距離を

表わすが、100万人以上の人口をもつ都市で地下

鉄をもたない都市は川崎市(113.9万人)、広島市

(105.7万人)、北九州市(102,3万人)である。

このような鉄道の特徴としては、安全で性格、か

つ速く大量に乗客を運ぶことにある。また地下鉄

の建設はいくつかの点から都市の活性化に大きく

貢献する。まず鉄道駅では人が集まり、ビジネス・

レジャーなどを含めて情報交換と創造の場を形成

し、都市の活性化を促す拠点となる。これにより

都市の軸形成や副都心の位置づけ等により都市構

造が明確にでき、都市づくりの方向性が明らかに

できる。札幌市、仙台市、福岡市の各都市では地

下鉄の建設後、鉄道駅周辺の整備により都市の多

核的展開が進められ、都市計画を戦略的に策定す

ることが可能になりつつある。それと比べて、広

島市では都市機能の1点集中と都心への交通流動

の集中傾向は変化せず、都市全体の硬直化が進ん

でいるようにみえる。しかし、このような状況の

もとで交通混雑の経済の面から都市の多核分散化
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を進めることは都市の集積経済のメカニズムに沿

うことにはならず、都市全体の活力を低下させる

ことにつながり、慎重な検討が必要である。

6.おわりに

本論文では地域経済の発展方策と具体的な展開

を札幌、仙台、広島、福岡の各地方中枢都市に関

して検討した。ここではこれらの内容をもとに、

地域経済の発展のために必要な地方中枢都市の役

割と課題を整理するとともに、これらの中枢都市

が周辺地城と連携する場合の留意点を述べる。

まず、札幌市では近年の人口の伸びと、金融や

サービス業の集中が顕著である。その中でも情報

サービス業の伸びが大きく、この多くはソフト

ウェア業やシステムハウス業の集積であり、北海

道の情報処理業は、東京、大阪、名古屋に次いで

全国4位の位置にある。注目されるのは、東京か

らの受注が7割を占めており、東京のソフトウェ

ア業の一翼を担いかつUターン就職等の伸びにも

つながっていることである。札幌市ではこのよう

な東京を利用した事業が盛んであるが、一方では

新たな起業による地域活性化も課題となる。次に

仙台市の人口は約92万であり100万人までいま少

しである。仙台市が東京に近いこともあってその

中枢性が2次的なものになる懸念はあるが、他の

3都市と比べても政令指定都市としての歴史は浅

く、また東北地方という広い背景圏を抱えて今後

伸びてゆく素地は大きい。仙台市はこの車京から

近いという利便性をうまく生かして発展してゆく

ことが必要であろう。また広島市については、中

国ブロック内での中心都市としてその中枢性の弱

さがよく指摘されている。これは、大阪経済国と

福間経済圏にはさまれ、中国地方としての一体性

に欠けていることが一因であり、加えて平坦地が

乏しいという地形的制約から今後の展開としては、

連担した地域だけでなくより広い範囲で経済圏を

形成する必要がある。そのためには高速道路や航

空などのネットワークの整備が緊急の課題である。

また情報サービスなど高次都市機能が弱く、都市

を活力と魅力あるものとすべく、都市づくりのた

めの展開が重要である。最後に福間市については、

九州自体において北から、福岡・北九州都市寵・

熊本都市圏・鹿児島都市圏などバランスのとれた

圏域が重層的に形成されている。その中で福岡市

は九州全体の中枢都市としての役割を果しており、

今後は現在の広域経済圏を堅持しつつ、さらに高

次な都市機能をもつように全国的に展開すること

が期待される。

以上のように各地域の発展にとって中枢郡市の

果すべき役割は大きい。しかし、「ミニ東京」と

よく椰瑜されるように、中心都市ばかりが成長し

てその周辺が衰退する恐れは避けることはできな

い。ミュダールほ、ある中心地での成長がもたら

すその場所以外で生じる経済的縮小の変動を「逆

流効果」とよび、経済的拡大の変動を「波及効果」

として区別し、次のように説明を行っている16'。

まず逆流効果として、

(i)先進的中心地で成長が始まるとそれを維持

するため、後背地の労働力や資本が流出し、

後背地が貧困化する、

(ii)先進地中心地で生産された財・サービスが

後背地に流出し、そこにおいて既に活動して

いる地方の小さな第2次、第3次産業を破綻

に追い込む、

(iiO　先進地中心地に比べると後背地では保健・

衛生や教育など、非経済的施設が未整備なた

め、人口が中心地へと流出する。

次に波及効果として、

(i)先進地中心地の労働需要の拡大が後背地に

通勤を発生させ、所得の増加に結びつく、

(ii)先進地中心地の成長が後背地の農産物や鉱

産物の需要を刺激する、

(iii)後背地が常に技術的進歩の刺激を受ける。

上述のうち逆流効果は通常では「ストロー効果」

とよばれる。例えば、大都市と周辺地域とが高速

道路などで結ばれると、ストロー効果は比較的「即

時的に」かつ「地域非選択的に」生じ、一方波及

効果は「比較的時間を要し」、かつ「地域選択的」

に及ぶといえる。逆流効果は山深い村落も含めて

あらゆるところから人口を吸引するが、波及効果

が及ぶところはそれなりの地域資源や立地条件を

備えたところに限定される。地方中枢都市が成長

するためには一時は周辺地域に対して逆流効果を

及ぼしても背後圏を育て、かつ中心都市を支援す

るように波及効果を及ぼさなければ、地域として

自立的な成長も、円滑な地域内循環による成長も

実現できない。
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このような地域発展の構図はかつて一全総のも

とでの拠点開発方式と似ているが、地域経済のと

らえ方はまったく異なるものである。中心都市を

ベースとして地域経済を成長させるアプローチは

フランスでPerrouxにより提案された「成長中

心地政策(Growth Center Policy)」と類似して

いる16コ。この政策は経済が停滞あるいは衰退して

いる後進地域に対する経済開発をねらいとしたも

のであり、わが国の地方圏にそのまま適用するこ

とはできない。しかし、今後の地域経済の発展に

配慮すべき事項を要領よくまとめられているので

最後にその内容を示す17j。

この政策は立地政策とコミュニケーション政策

とから成る。立地政策としては、

(丑　中心地における投資の集中は企業に対する産

業基盤にとって必要であり、少ない公共投資予

算で効率的な連用が可能となる、

(む　企業が都市に集中立地することにより、集積

経済を享受できる、

③　サービス業や社会・教育・福祉施設などの立

地のためにもある程度大規模な支持人口が必要

である、

(彰　成長に必要なイノベーションの受容は大都市

ほど容易である、

⑤　後進地域から中心地城への転出を阻止するた

めには自地域内にある程度の大きさの受け皿を

つくる必要がある。

またコミュニケーション政策として、

⑥　イノベーションの主な発生地である中心地域

と周辺との間のコミュニケーションを容易にす

る、

(む　中心都市が吸引したイノベーションをできる

だけ多く、かつ迅速に地域内の他都市や周辺部

に伝達する。

最後に、本論文をまとめるにあたり、広島大学

経済学部教授(地域経済研究センター長)轢本功

先生との日頃からの議論が大変参考になった。ま

た本論文の4についてはNTT中国支社からデー

タの提供をいただき.図表作成に本学経済学部4

年生の有田幸司君の協力を得た。記して謝意を表

したい。
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